
コミュニティバスの導入に関するガイドライン 

１．目的 

本ガイドラインは、「地域公共交通会議の設置及び運営に関するガイドライン」に

定めるもののほか、市町村等がコミュニティバスを導入する際の留意すべき事項を定

めることによって、地域住民にとって便利で効率的な地域交通ネットワークの構築に

寄与することを目的とする 

 

２．コミュニティバスの定義 

本ガイドラインで「コミュニティバス」とは、交通空白地域・不便地域の解消等を

図るため、市町村等が主体的に計画し、以下の方法により運行するものをいう。 

(1) 一般乗合旅客自動車運送事業者に委託して運送を行う乗合バス（乗車定員１１人

未満の車両を用いる「乗合タクシー」を含む。） 

(2) 市町村自らが自家用有償旅客運送者の登録を受けて行う市町村運営有償運送 

 

３．コミュニティバスの導入に際し留意すべき事項 

(1) 基本的な考え方 

地域の交通ネットワークの整備にあたっては、路線定期運行を基本としつつ、当

該地域の特性に応じたその他のサービスを組み合わせることによって、全体として

整合性のとれたネットワークを構築することが重要である。 

公的資金によって支えられるコミュニティバスは、自立運営を原則とする路線バ

ス（一般乗合旅客自動車運送事業者が運行するコミュニティバス以外の路線定期運

行をいう。以下同じ。）を補完し、これと一体となって当該地域の交通ネットワー

クの一部を形成するものであることから、その導入にあたっては、路線、区域、運

行時刻等において路線バスとの整合性を図るよう十分留意する必要がある。 

(2) 事業計画（路線、営業区域、使用車両、停留所等） 

路線や区域については、導入するコミュニティバスの地域交通ネットワークにお

ける役割分担を明確にした上で、路線バスと実質的に競合することのないよう十分

に検討すべきである。検討にあたっては、市町村等が同一地域内を運行する路線バ

スの運行事業者を含む関係者からヒアリングをすることが望ましい。 

使用車両については、地域特性又は路線特性等に即して仕様、形状、乗車定員等

について検討する必要がある。また、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進

に関する法律」及び「移動等円滑化のために必要な旅客施設又は車両等の構造及び

設備に関する基準を定める省令（平成１８年１２月１５日国土交通省令第１１１

号）」にしたがって所要の要件を満たす必要がある。さらに、使用車両数について

は、車検、定期点検、事故等の発生に備えた予備車両の必要性について検討する必

要がある。 

停留所や乗降場所については、路線バスとの乗り継ぎを考慮して検討する必要が

ある。 
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出展 「地域公共交通会議に関する国土交通省としての考え方について」 
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